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はじめに
質の高い医療の提供や医療現場における業務効率化のため、医療DX（デジタルトランスフォーメーション）が推進されています。
その実現手段の1つとして各種電波利用技術の医療機関における利用ニーズも高まっています。

この度、電波環境協議会では、電波利用技術を用いた医療DXに関する様々な取組を俯瞰した上で、実際の医療機関における取組事例
を調査し、医療関係者の皆様のご参考としていただけるよう、事例集を取りまとめました。

各事例においては、電波利用技術を活用した取組自体の効果だけでなく、医療機関内で利用される他の電波利用機器や医療機器等に
対する影響を最小限に抑えるよう、電波環境の観点から実施されている対応策（技術・仕組み・体制整備など）にも注目しています。

本事例集が、医療DXを推進する医療関係者の一助になれば幸いです。
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PHR：Personal Health Record

医療DXの基本的な考え方
医療DX：医療分野でのDX（デジタルトランスフォーメーション）
 医療DXは、保健・医療・介護の各段階において発生する情報に関し、その全体が最適化された基盤を構築し、活用することを通じて、保
健・医療・介護の関係者の業務やシステム、データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民自身の予防を促進し、より良質な医療やケア
を受けられるように、社会や生活の形を変えていくこと、と定義されています。

 政府は、医療DXに関する5つの重点施策について、2030年度を目途に実現を目指しています。そのうち、特に1～4に関しては、電波利用技術
の活用が期待されます。

医療DXに関する5つの重点施策

出所：内閣官房「医療DXの推進に関する工程表」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/iryou_dx_suishin/pdf/suisin_kouteihyou.pdf

特に、1～4に関しては電波利用技術の活用が期待される

 生涯の保健・医療・
介護の情報をPHRと
して一元的に把握可
能とする。

 ライフログデータの
標準化等の環境整備
を進め疾病予防等へ
活用する。

国民の更なる
健康増進

1

 全国の医療機関等が
セキュリティを確保
しながら診療情報を
共有する。

 災害・救急時等にも
必要な医療等の情報
を共有する。

切れ目なくより
質の高い医療等の
効率的な提供

2

 デジタル化・ICT機器
活用・AI活用等によ
り業務効率化・シス
テムコスト低減等を
実現する。

 感染症危機における
迅速な情報共有によ
る対応力を強化する。

医療機関等の
業務効率化

3

 診療報酬改定に関す
る作業効率化により
医療情報システムに
関わる人材の有効活
用や費用の低減を実
現する。

システム人材等の
有効活用

4

 保健医療データの二
次利用により、医薬
産業・ヘルスケア産
業等を振興させるこ
とで、健康寿命延伸
に貢献する。

医療情報の
二次利用の環境整備

5

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/iryou_dx_suishin/pdf/suisin_kouteihyou.pdf
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医療DXを支える電波利用技術
電波利用技術を活用した医療DXの俯瞰マップ
 電波利用技術の活用が期待される医療DXの取組は多岐にわたります。

• 施設内の一元的な電波管理
• 電波の知識を持った人材育成

• 医療現場のニーズに合った
無線技術×ICT機器・AI技術の選択

• 有線／無線含む
ネットワークの最適化

• 各種データの自動取得・共有

• 患者がスマートフォン等で自身の
保健・医療情報を管理できる環境

❷切れ目なくより質の高い
医療等の効率的な提供

… 全国の医療機関等の診療情報共有

❹システム人材等の有効活用
… 医療情報システム・生体情報に
関わる人材の有効活用

❸医療機関等の業務効率化
… ICT機器やAI技術の活用

❶国民の更なる健康増進
… PHR・ライフログデータ活用

患者向けサービス

無線LAN

医療機関内無線環境管理

電波環境調査用途別ネットワーク分離

その他無線 医用テレメータチャネル管理次世代自営無線（sXGP, L5G）

電波見える化

携帯電話網（LTE/5G） 屋内基地局 電力制御 IP無線機（インカム）

自動障害検知

予約・受付・順番待ち

オンライン面会

オンライン問診

スマートフォン決済

医療従事者向け端末 電波管理体制

電波管理に関する研修

電波管理担当者・
院内組織の設置

医療画像・データ伝送

医療機器データ伝送遠隔画像診断遠隔画像共有

患者モニタリング

無線カメラ見守りセンサ生体情報モニタ ウェアラブル端末

医療物流・労務管理医療連携システム

ICタグ ロボット在宅医療用端末遠隔医療システムPHRアプリ

電波環境のポイント 電波環境のポイント 電波環境のポイント 電波環境のポイント

電子カルテ参照
バイタル入力 医療安全管理 コミュニケーション ナースコール連携
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電波利用技術を活用した医療DX事例一覧（2023年度分）
医療機関における取組事例
 本事例集では、電波利用技術を活用した医療DXの俯瞰マップに基づき、実際の医療機関の取組事例を取りまとめました。
 2023年度は以下に示す11の取組事例を取りまとめました。各医療機関の事例は、2024年3月時点の情報に基づいています
 各事例の詳細については、７ページ以降をご覧ください。

事例区分 医療DX事例 医療機関

患者向けサービス 患者向けスマートフォンアプリの提供 聖マリアンナ医科大学病院（神奈川県川崎市）

医療従事者向け端末／
医療画像・データ伝送

医療従事者向けスマートフォン 東京慈恵会医科大学附属病院（東京都港区）

ベッドサイド端末による医療情報表示 社会福祉法人恩賜財団京都済生会病院（京都府長岡京市）

患者モニタリング ウェアラブルデバイスを用いた
患者常時モニタリング実証実験

新城市民病院（愛知県新城市）

医療連携システム 5Gによる医療連携システム 徳島県立海部病院（徳島県海部郡）

医療物流 RFIDを利用した医療物流①：医療材料管理 公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院（大阪府大阪市）

RFIDを利用した医療物流②：医療機器の管理 聖路加国際病院（東京都中央区）

医療機関内
無線環境管理

無線LANの用途別周波数分離 京都市立病院（京都府京都市）

院内ネットワークの常時監視 社会福祉法人恩賜財団済生会支部福井県済生会病院（福井県福井市）

IP無線機による院内コミュニケーション 横浜市立市民病院（神奈川県横浜市）

電波管理体制 電波環境の管理体制の整備 埼玉医科大学国際医療センター（埼玉県日高市）

2023年度分の医療DX事例一覧（11事例）



6

電波利用技術を活用した医療DX事例一覧（2024年度分）

事例区分 医療DX事例 医療機関

患者向けサービス iPadを用いたオンライン自動面会サービス 医療法人社団鶴友会鶴田病院（熊本県熊本市）

医療従事者向け端末 ICTツール・システムで
持続的な在宅医療の体制を実現

医療法人楠本内科医院（福岡県遠賀郡）

医療従事者向け端末／
医療画像・データ伝送

スマートデバイスによる
コミュニケーション改革

社会医療法人石川記念会ＨＩＴＯ病院（愛媛県四国中央市）

医療従事者向け端末／
患者モニタリング

スマートフォンと見守りシステムによる
業務効率化

医療法人社団藤聖会富山西総合病院／
医療法人社団親和会富山西リハビリテーション病院（富山県富山市）

患者モニタリング Bluetoothを用いた分娩監視装置 石川県能登北部・中部、南加賀の8医療機関および石川県立中央病院

医療連携システム ローカル5Gを活用した離島の遠隔診療支援 五島中央病院、上五島病院、壱岐病院、対馬病院、長崎大学病院

医療物流・労務管理 HF帯RFIDによる来院患者の診察フロー管理 下田眼科（長野県上田市）

搬送アシストロボットを用いた
医療用ストレッチャー移動の省力化

医療法人徳洲会湘南鎌倉総合病院（神奈川県鎌倉市）

医療機関内
無線環境管理

sXGPによる
安定した院内音声ネットワークの整備

社会福祉法人親善福祉協会国際親善総合病院（神奈川県横浜市）

医療サービスを支える
無線LAN環境の強化と医療DXの進展

社会医療法人母恋日鋼記念病院（北海道室蘭市）

2024年度分の医療DX事例一覧（10事例）

医療機関における取組事例
 2024年度は以下に示す10の事例を取りまとめました。各医療機関の事例は、2025年3月時点の情報に基づいています
 各事例の詳細については、24ページ以降をご覧ください。



事例集（2023年度分）
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事例

導入医療機関

患者向けスマートフォンアプリの提供
患者向けサービス

ICT活用による医療の質・患者満足度の向上

背景
2019年にデジタルヘルス共創センターを設置し、最先端のICTを活
用した教育・医療サービスの創出・推進に取り組む。
患者に対しても医療の質および患者満足度の向上を目的として、
ICTを活用した様々なサービスを提供している。

取組内容
2023年4月から、医療情報・健康情報を共有することによる患者と
医師のコミュニケーション向上を目的として、患者向けスマート
フォンアプリ「マリアンナアプリ」の提供を開始。
患者が自身の医療情報（通院予定、検査予定、検査結果、処方薬な
ど）を確認できるPHR（パーソナルヘルスレコード）機能のほか、
外来診療待ち状況、駐車場混雑状況、後払い会計などの便利機能も
提供している。
さらに、患者が聖マリアンナ医科大学病院と連携する外部医療機関
を受診する際に、マリアンナアプリを用いて外部医療機関の医師に
医療情報を共有し、診察に役立てることも可能。患者が医師のPC
画面に表示されたQRコードをアプリで読み込み、共有する情報を
選択することにより、医師のPC画面に医療情報が表示される。
その他、がん患者が自宅で日々の自覚症状をスマートフォンで記録
（ePRO*）し、電子カルテより副作用等を精緻にマネジメントす
る仕組みとも連携（聖マリアンナ医科大学病院と３H社が共同開発
し、2021年より日常診療にて運用中）。

聖マリアンナ医科大学病院（神奈川県川崎市）
病床数：955床 医療機関指定：特定機能病院・災害拠点病院 電波利用技術：患者スマートフォン

電波環境上の対応
患者や家族、医療従事者がいつでもどこでも快適にインターネット
を利用できるよう全館で無線LAN環境を整備。特に、外来棟・入院
棟など患者が利用するエリアを重点的にカバーし、動画などの高ト
ラヒックにも耐えられるよう回線を増強。
携帯電話・スマートフォンの利用ルールは、院内掲示で案内。基本
的に全館で利用可能とし、マナーの観点から通話のみ禁止エリアを
設定。

取組の効果
診察前に行った検査の結果をリアルタイムにアプリで確認できるた
め、診察時の患者と医師のコミュニケーションが向上。さらに、家
族との情報共有機能により、家族も検査予定や検査結果などの医療
情報を閲覧できるため、患者と家族のコミュニケーション向上にも
寄与。外来診療待ち状況の表示により、患者が好きな場所で待ち時
間を過ごせるだけでなく、医療従事者の患者呼び出し業務も効率化。

今後の展望
アプリを介した患者との医療情報共有強化や、医師と患者のコミュ
ニケーション機能を強化。
患者の同意のもと、地域医療機関との間でアプリを介した患者の医
療情報の共有をさらに進めることにより切れ目ない医療連携を実現。

*electronic Patient Reported Outcome
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事例 患者向けスマートフォンアプリの提供
患者向けサービス

医療情報閲覧機能
電子カルテとの連携により、検査予定、検査結果（血液検
査、CT、MRIなどの医療画像データを含む）、投薬記録
などの自分自身の医療情報にスマートフォンからアクセス。
患者の家族もリアルタイムに確認可能。
*PHRアプリ「NOBORI」をベースに提供。
便利機能
外来診療待ち状況、駐車場空き情報、後払い会計機能など
外部連携機能
ePRO（電子症状日誌サービス）、ヘルスケアアプリ、
マイナポータルを通じた行政の医療情報との連携

出所：聖マリアンナ医科大学病院 https://www.marianna-u.ac.jp/hospital/data/media/posts/202304/PHR_ニュースリリース.pdf 
聖マリアンナ医科大学病院 https://www.marianna-u.ac.jp/hospital/data/media/posts/202304/マリアンナアプリ(PHR)フライヤー-2.pdf
学校法人聖マリアンナ医科大学デジタルヘルス共創センター https://www.marianna-u.ac.jp/houjin/news/20190722/ 病院経営事例集 https://hpcase.jp/management-hospital-marketing050/ 

外来診療待ち状況 処方薬情報 医療画像データ

面会に行くことができない家族が、入院患者の
検査予定や検査結果を自宅から確認できる。

診察前に受けた検査結果がリアルタイムに共有さ
れる。患者自身がスマートフォンで検査結果を確
認しながら医師の説明を受けることができる。

外来診療待ち状況を確認できるため、院内の休憩
スペースや駐車場などで過ごしながら診療を待つ
ことができる。

診察時の検査結果の確認 外来診療待ち状況の確認 家族との医療情報の共有

マリアンナアプリ概要

https://www.marianna-u.ac.jp/hospital/data/media/posts/202304/PHR_%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9.pdf
https://www.marianna-u.ac.jp/hospital/data/media/posts/202304/%E3%83%9E%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%8A%E3%82%A2%E3%83%97%E3%83%AA(PHR)%E3%83%95%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%BC-2.pdf
https://www.marianna-u.ac.jp/houjin/news/20190722/
https://hpcase.jp/management-hospital-marketing050/
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事例

背景
2015年、先端医療情報技術研究講座（現：部）発足、ICTの医療へ
の活用を目的として、技術開発～臨床応用まで取り組む。
電波環境協議会の携帯電話の使用に関する指針（2014）を受けて、
2015年に3,000台超の医療従事者向けスマートフォンを導入。

取組内容
医療従事者の業務の効率化、様々な情報共有の実現を目的として、
従来のPHSから置き換える形でスマートフォンを導入。医療従事者
コミュニケーション（Join）、顔写真付き電話帳、電子マニュアル、
ナースコール、翻訳などのアプリを搭載。セキュリティの観点から、
電子カルテのネットワークからは隔絶しつつ、多様な活用を認める
方針をとっている。端末管理やアップデート対応はMDM*で一元化。

電波環境上の対応
スマートフォンの導入を進めるため、院内の電波環境を整備。
‐スマートフォンの電波が院内で利用される医療機器に与える影
響について独自に調査を実施し、安全性を確認。

‐ ICT推進委員会（病院事務・医療職・協力企業で構成）が中心と
なり、院内の携帯電話の電波受信状況を測定した上で、屋内基
地局を994台設置。

‐スマートフォンで利用するキャリアについては、ICUや手術室も
含めて院内全域に電波が届くよう電波受信環境を改善。患者、
家族が利用する外来棟は他キャリアの電波受信環境も改善。

医療従事者向けスマートフォン
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

院内の電波環境の整備と医療従事者向けスマートフォン導入
東京慈恵会医科大学附属病院 （東京都港区）
病床数：1,075床 医療機関指定：特定機能病院・災害拠点病院
電波利用技術：医療従事者向けスマートフォン、屋内基地局、院内無線LAN

*Mobile Device Management

‐スマートフォンで利用できる無線LANを整備（電子カルテ用無
線LAN、患者、家族用無線LANとは分離）

‐災害等でキャリア回線に障害があっても、無線LANを使った
VoIP（災害時用内線）で職員間の通話が可能。

取組の効果
脳卒中などの救急患者の搬送時に、医療従事者間コミュニケーショ
ンアプリ上で患者情報、バイタル情報、手術室空き状況、CT画像
などを共有することで、患者対応を迅速化。24時間体制で脳卒中
治療を行うSCU（脳卒中ケアユニット）の設置には、専門医が常
駐する必要があるが、医療従事者間コミュニケーションアプリによ
る情報共有体制によりこの条件をクリア。
電子マニュアルアプリでは、動画などを活用して視覚的に理解でき
るコンテンツの提供が可能。
ナースコールがスマートフォンで受信され、同時に患者情報も表示
されるため、看護師がどこにいても対応可能。

今後の展望
2024年の医師の働き方改革の新制度開始に向けて、院内の出入口
に約500台のビーコンを設置。ビーコンの信号をスマートフォンで
受信し、専用アプリ（Beacapp Here）が医師の出退勤のログを自
動で収集・データ化するシステムを2023年2月から運用中。

導入医療機関
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事例 医療従事者向けスマートフォン
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

出所：東京慈恵会医科大学先端医療情報技術研究部 https://dimitjikei.jp/activities/project1/ 産官学連携ジャーナル 2017年2月 Vol.13 No.2

病院の出入口に設置してあるビーコンの信号を
医師のスマートフォンが受信すると、出退勤時間
が自動で記録される。

緊急治療が必要な患者について、コミュニケー
ションアプリ(Join)で患者情報や検査画像を共有。
院外にいる専門医が院内の医師に対して、必要な
処置のアドバイスを行うことができる。

看護師がスタッフステーション以外にいる場合も、
ナースコールを受信し、患者情報を確認した上で
対応することができる。

電波の受信状態が良く、携帯電話の送信電力が抑えられていれば、携帯電話が
医療機器に数センチまで近づかなければ影響しないことを確認。
Takao. H., et al Primary Salvage Survey of the Interference of Radiowaves Emitted by Smartphones on 
Medical Equipment. Health Phys. 2016 Oct;111(4):381-92. 

テキスト・画像・動画を共有可能なコミュニケーションアプリ。送信データは
クラウド上で一元的に管理されており、端末にはデータが残らない。

携帯電話の電波が医療機器に与える影響に関する独自調査 医療従事者間コミュニケーションアプリ（Join）

ナースコール受信 院内外における患者情報の共有 医師の出退勤時間の自動記録

画像提供：株式会社アルム

https://dimitjikei.jp/activities/project1/
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事例

背景
2022年6月の病院の新築移転を機に部門横断で質の高い安全な医療
と働き方改革を実現するシステムの導入を決定。病院長のもと看護
職、コメディカル職、事務職等が情報を交換しながら、病院全体の
プロジェクトとして導入システムを検討。

取組内容
2022年6月、患者のケアを担当するスタッフ間での患者情報の共有、
電子カルテの表示や入力のためのベッドサイド情報端末（ユカリア
タッチ）を導入。ユカリアタッチ専用のサーバを院内に設置し、
HIS系ネットワーク環境下で運用することで電子カルテ情報との連
携が可能。NFC対応バイタル測定器とユカリアタッチ端末を連携
し、測定結果を電子カルテへ入力することも可能。

ベッドサイド端末による医療情報表示
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

ベッドサイド端末による患者情報や電子カルテ等の一元表示
社会福祉法人恩賜財団京都済生会病院（京都府長岡京市）
病床数：288床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：無線LAN、NFC（近距離無線通信）

電波環境上の対応
導入前にネットワーク環境の事前調査を行い、病室から院内のHIS
回線（無線LAN: 5GHz帯）に接続およびデータ通信が可能である
ことや、最低-80dBm以上の電波強度があること、ネットワーク切
断が発生しないことを確認。

取組の効果
「担当看護師」を表示することにより、ベッドサイドで「担当看護
師」を確認できるため報告・連絡・相談がスムーズにでき、職員の
業務効率化に寄与。
患者情報の一元表示やバイタル測定器連携機能によるタイムリーな
正確な値の入力は医療安全対策としても有効。

今後の展望
ベッドサイド端末の使用状況のチェックや研修会の開催など、ツー
ルを有効活用するための取組を継続。

電子カルテと連携した患者情報を
ベッドサイドで確認。
*端末は有線・無線LAN接続に対応

端末に外付けしたNFCリーダから
NFC対応測定器の測定結果を直接電
子カルテに入力可能。

タブレット型ベッドサイド情報端末

導入医療機関
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事例 ベッドサイド端末による医療情報表示
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

出所：株式会社ユカリア https://et.eucalia.jp/issue-01/ 株式会社ユカリア https://et.eucalia.jp/wp-et/wp-content/uploads/2023/08/defe1f0a4e8df0e142f1676740f9d254.pdf

様々なアイコンや配色を用いて、患者情報、担当看護師、電子カルテのオーダー情報、ケア上の注意点、申し送りなどを表示。
患者のケアにかかわる全ての職員がベッドサイドで情報共有できるとともに、患者自身や家族への情報共有としても有効。

※画面イメージは
実際と異なる場合がある

ネットワーク構成図（イメージ）

ベッドサイド端末の表示例

https://et.eucalia.jp/issue-01/
https://et.eucalia.jp/wp-et/wp-content/uploads/2023/08/defe1f0a4e8df0e142f1676740f9d254.pdf
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事例 ウェアラブルデバイスを用いた患者常時モニタリング実証実験
患者モニタリング

ウェアラブルデバイスにより、患者のバイタル・位置情報を収集・可視化
新城市民病院 （愛知県新城市）
病床数：199床 医療機関指定：災害拠点病院、へき地医療拠点病院
電波利用技術の活用：BLE（Bluetooth Low Energy）、無線LAN

背景
名古屋大学大学院医学系研究科と愛知県新城市は、健康寿命、労働
寿命の極大化を目指し、医療、健康維持等の分野で相互に連携。産
学官連携の中で、大成建設株式会社と連携し、次世代型病院（ス
マートホスピタル構想）の実現に向けた技術開発・実証実験に関す
る取組を行っている。

取組内容
高齢患者の増加、医療従事者不足が深刻化する中で、特に高齢者や
認知症患者の無断離院や転倒などの重大なリスクを未然に防ぎ、医
療従事者の業務の負担を軽減することを目的として、IoTを活用し
た実証実験を実施。
新城市民病院の地域包括ケア病棟（在宅復帰支援を行うリハビリ
テーション機能を有した病棟）に、BLEセンサ付無線LANアクセス
ポイント（AP）でメッシュWi-Fiネットワークを構築。
リストバンド型ウェアラブルデバイスを装着した患者の位置情報お
よびバイタル情報（心拍数・活動量）を収集・可視化することで、
患者の異常を自動検知するシステムを検証。

電波環境上の対応
実証実験用メッシュWi-Fiネットワーク構築にあたり、患者の無断離
院や転倒を検知するため、実証対象である地域包括ケア病棟、病院出
入口、リハビリ室までの通路をカバーするWi-Fi APを仮設配置。電波
強度を測定しカバーエリアを調査したが、エレベーターや階段付近、
窓などから上下階への電波の漏えいを観測。また、位置情報を誤検知
する事象が確認されたため、今後のシステム開発の課題とした。

取組の効果
病院職員が病室を訪問する際に、事前に患者の在室状況を確認する
ことで、患者とのすれ違いが減り業務を効率化。また、バイタル
データは入院中だけでなく、一時帰宅時も含め取得することができ、
患者の状態把握、リハビリ評価、治療計画の参考情報として有効性
を確認。実証に参加した患者のウェアラブルデバイスに対する関心
も高く、リハビリの効果のポジティブフィードバックによる、患者
のリハビリテーションの意欲向上や行動変容など Patient 
Experienceの向上に有用。

今後の展望
大成建設株式会社ではIoT機器の情報を一元管理するとともに、
ナースコールや医療機器管理システムなどの医療情報システムとも
連携可能な医療介護施設向け IoTデータプラットフォーム「T-
Hospital Connect」を開発（2023年12月27日プレスリリース）

出所：大成建設株式会社 https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2023/231227_9802.html

導入医療機関

https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2023/231227_9802.html


15

事例

設置したアクセスポイントバイタル情報の可視化患者の位置情報の可視化

電波強度測定患者の異常検知患者の位置情報の推定

ウェアラブルデバイスを用いた患者常時モニタリング実証実験
患者モニタリング

出所：半田裕他「Bluetooth による位置情報とウェアラブルデバイスを利用した医療安全と Patient Experience の向上」日本医療情報学会第40回医療情報学連合大会（第21回日本医療情報学会学術大会）
https://confit.atlas.jp/guide/event-img/jcmi2020/3-C-2-07/public/pdf_archive?type=in
小倉環, 松田祐晴, 遠藤哲夫, 安形司, 半田裕, 大山慎太郎「臨床工学・機器管理入院患者位置情報測位とバイタル収集における電波環境の課題」病院設備 62(5) 2020年
大成建設株式会社 https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2020/200331_4908.html 大成建設株式会社 https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2023/231227_9802.html

BLEセンサで算出された座標情報をもとに、フロア
マップ上で現在地や過去の移動軌跡を可視化。

歩数、活動量や心拍数などを時系列データとして
閲覧可能。

BLEセンサ付き無線LANアクセスポイントは病棟壁面
や個室メディカルコンソール、個室トイレなどに設置。

ウェアラブルデバイスからのBLE信号をBLEセンサ
で受信。受信強度により、患者の位置情報を推定。

トイレなどの閉鎖空間における異常も早期に発見
することが可能。

アクセスポイントの電波強度測定を実施し、
カバーエリアを確認。

https://confit.atlas.jp/guide/event-img/jcmi2020/3-C-2-07/public/pdf_archive?type=in
https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2020/200331_4908.html
https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2023/231227_9802.html
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事例

5G遠隔診療支援システムによる遠隔診断

5Gによる医療連携システム
医療連携システム

5G/ローカル5Gライブ中継による遠隔診療
徳島県立海部病院 （徳島県海部郡）
病床数：110床 医療機関指定：災害拠点病院、へき地医療拠点病院 電波利用技術の活用：5G/ローカル5G

背景
過疎化、高齢化が進んだ徳島県海部地域では深刻な医師不足に直面
特に、専門医が不足する診療科の診察は、応援診療のある日に限ら
れていた。2020年よりNTTドコモと連携して県立中央病院とキャ
リア5Gで接続した遠隔医療の実証実験を実施。2021年には徳島県
が県立海部病院、県立中央病院、県立三好病院へ5G遠隔診療支援
システムを整備。
2023年には総務省ローカル5G開発実証で5G/ローカル5Gと医療ア
プリJoinを使った遠隔救急搬送実証を実施。

取組内容
2021年4月より県立海部病院と県立中央病院の専門医を5G/ローカ
ル5Gのライブ中継で結んだ遠隔診療（糖尿病外来、形成外科外来、
呼吸器外科外来、消化器内視鏡検査支援）を開設。2023年3月時点
で362名の患者に対して遠隔診療を実施。

電波環境上の対応
病院敷地内に設置されたローカル5G基地局により、4Kカメラに接
続されたローカル5G端末で5G映像伝送を実現。

取組の効果
遠隔医療においても対面と遜色ない診療や治療が可能になり、専門
医の移動時間の削減で医師の働き方改革にも寄与。

今後の展望
ローカル5G、キャリア5Gを活用し、地域の基幹医療機関、病院・
診療所、患者との情報連携の実現を目指す。

出所：徳島県立海部病院 https://tph.pref.tokushima.lg.jp/kaifu/telemedicine 徳島県病院局 https://tph.pref.tokushima.lg.jp/businessMeetingAgreement/qualityUp/utilization5G/
影治照喜「5Gによる4K高精細画像を利用した遠隔診療と遠隔救急搬送～地域医療格差の解消を目指して～」、医療機関における安心・安全な電波利用推進シンポジウム（2023）

県立海部病院から高精細ローカル5G映像を県立中
央病院の専門医に中継することで、応援診療がな
い日でも専門医による診察が可能に。 高次基幹医療機関と地域基幹医療機関の間をローカル5Gで、地域基幹医療機関

から町立病院・診療所、さらには患者居宅までをキャリア5Gで接続し、地域全
体で医療連携を実現。

徳島県5G医療ネットワーク構想

。

導入医療機関

https://tph.pref.tokushima.lg.jp/kaifu/telemedicine
https://tph.pref.tokushima.lg.jp/businessMeetingAgreement/qualityUp/utilization5G/
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事例 RFIDを利用した医療物流①：医療材料管理
医療物流

RFIDリーダ／ICタグによる医療物流の一括管理
公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院 （大阪府大阪市）
病床数：685床 電波利用技術の活用：RFID（UHF帯）

背景
医療機器・医療材料の運搬・在庫管理などに時間を要することで、
臨床工学技士や看護師の本来の医療業務が圧迫される状況を受けて、
「トレーサビリティの確立・安全性の向上・コスト管理」をキー
ワードに院内の状況改善を検討。

取組内容
2019年に帝人株式会社*と小西医療器株式会社が共同で開発した、
医療機関向け RFID 物流管理（ SPD ）システムを導入。医療材料
にICタグ付き物品カードを添付、またはICタグ付きラベルを直接貼
り付ける。医療材料を使用した際に物品カードやラベルを、専用の
読み取り機に投函することで使用実績が自動登録される。

電波環境上の対応
RFIDリーダの電波を局在化させる制御により、特定のICタグのみ
を正確に認識、かつ周辺への電波の影響を抑制。
「医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引き」な
ども参考に、製品の安全性について理解の上導入。

取組の効果
医療材料の使用実績が自動登録され、院外倉庫に情報共有されるた
め、発注業務を大幅削減可能。ICタグ付きラベルを患者台紙に貼り
替えて読み取り機に投函することで、医療材料のトレーサビリティ
確保、患者ごとの原価管理が可能。

今後の展望
システム導入後の現場運用への定着状況や安全性を段階的に確認す
ることにより、導入後、院外倉庫と院内物流を合わせた管理・作業
工数を低減させることを目指す。

出所：公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院 https://www.kitano-hp.or.jp/wp-content/uploads/2019/10/b298d77e819d40dba3b07b3a517be451.pdf   帝人フロンティア株式会社
https://recopick.jp/product/recofinder/

医療材料管理のイメージ

ICタグによりリア
ルタイム使用実績
の把握、医療材料
の自動発注を実現

医療材料に添付/貼付されたICタグをリーダに投函する形で読み取り

ポストタイプ①

導入されたRFIDリーダ（ポストタイプ①）
*現帝人フロンティア株式会社

導入医療機関

https://www.kitano-hp.or.jp/wp-content/uploads/2019/10/b298d77e819d40dba3b07b3a517be451.pdf
https://recopick.jp/product/recofinder/
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事例 RFIDを利用した医療物流②：医療機器の管理
医療物流

RFIDリーダ／ICタグによる医療機器の所在・在庫管理
聖路加国際病院 （東京都中央区）
病床数：520床 医療機関指定：特定機能病院、災害拠点病院 電波利用技術の活用：RFID（UHF帯）

背景
従来は、台帳管理やバーコード管理などにより臨床工学室で全ての
医療機器を集中管理していたが、各病棟の看護師が機器の使用の度
に臨床工学室に取りに行くため業務負担が増大。結果、各病棟の医
療機器の在庫の抱え込みに繋がっていた。

取組内容
医療機器をシートの上に置くだけでICタグを読み取ることができる
シート型RFIDリーダを各病棟の保管棚に設置し、医療機器は各病
棟の保管棚で分散管理しつつ、機器の所在や数量、使用状況の情報
を臨床工学室で集中管理する形に移行。

電波環境上の対応
特殊なアンテナシートにより、読み取り電波をシート表面に制御し
空間への拡散を抑制することで、シート上のICタグだけを正確に読
み取りつつ、医療機器への電波の影響を防止。

取組の効果
各病棟の定数を割ったときのみ医療機器を保管棚に補充する運用に
することで、臨床工学技士の管理業務、看護師の搬送業務の双方が
大幅に効率化された。医療機器の所在をリアルタイムに閲覧できる
ため、病棟間の貸し借りも容易になった。
さらに、医療機器の使用実績に基づく在庫最適化により、余剰の医
療機器を約100台削減。

今後の展望
RFIDや他の自動認識技術を用いてさらなる用途展開を検討。

出所：帝人フロンティア株式会社 https://recopick.jp/case/medical/luke/

医療機器は各病棟の保管棚に分散配置、機器の使用状況などの情報を集中管理
アンテナシート面方向に電磁界を広く分布させると同時に、シート上方への拡
散・漏えいを抑制

医療機器の分散配置と情報の集中管理

シート型RFIDリーダの電磁界強度分布

導入医療機関

https://recopick.jp/case/medical/luke/
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事例 無線LANの用途別周波数分離
医療機関内無線環境管理

業務用と患者用の無線LANネットワークを周波数帯で分離
京都市立病院 （京都府京都市）
病床数：548床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：無線LAN

背景
従来導入していた職員用無線LANは設計も古く、機器の経年劣化に
よる通信不良、通信速度の遅さなどが課題となっていた。さらに、
コロナ禍での入院患者の面会禁止により、患者の電話やビデオ電話
のニーズが高まり、新たな無線LANシステムの導入を検討。

取組内容
2021年春、既存の業務用無線LANの周波数帯と別の周波数帯で新
たに無線LANネットワークを整備。約250台のアクセスポイント
（AP）を導入し、ICUなどの特定の病室を除く全病室および外来
患者の動線のあるエリアでの無線LAN接続を可能にした。

電波環境上の対応
既存の電子カルテ、医療機器用の無線LANが使用していない5GHz
帯W56のチャネルの使用を想定。W56の機器には気象・航空レー
ダ信号の電波を検知するとチャネルが動的に変更されるDFS*が搭
載されているが、DFSによる影響を最小限にするため、DFS発生時
に院内の別のAPに接続を速やかに切り替えられるよう、APの配置
場所やネットワーク設計、チャネル設定を工夫し、用途は患者利用
と職員の非医療業務利用に限定。
セキュリティ対策に関しては、総務省「Wi-Fi提供者向けセキュリ
ティ対策の手引き（令和2年5月版）」に準拠するとともに、無線
LANの最新のセキュリティ規格であるWPA3を採用。

取組の効果
患者の利用ニーズに応えるとともに、
電波が届きにくい、通信速度が遅いな
どのトラブルが減少。また、院内学級
での学習用利用も可能にした。

今後の展望
災害時に利用可能な通信基盤としての
活用。またそれを見据えた
00000JAPANの申請。

出所：京都市立病院 https://www.kch-org.jp/facility-2/wi-fi Elecom https://www.elecom.co.jp/solution/example/wifi/17/ 株式会社フルノシステムズ https://www.furunosystems.co.jp/products/musenlan/ACERA_1210/

*Dynamic Frequency Selection

新規無線LANネットワークの導入イメージ 設置したアクセスポイント
（5GHz帯W56利用）

2.4GHz帯
W52 W53 W56

5GHz帯

DFS機能ありDFS機能なし

既存ネットワーク
電子カルテ、医療機器等
＊従来の職員用は2.4GHz帯を利用 物理的に分離

新規ネットワーク
患者、職員用（非医療業務）

導入医療機関

総務省「Wi-Fi提供者向け
セキュリティ対策の手引き」

https://www.kch-org.jp/facility-2/wi-fi
https://www.elecom.co.jp/solution/example/wifi/17/
https://www.furunosystems.co.jp/products/musenlan/ACERA_1210/
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事例

背景
従来のネットワークは保守運用をベンダーに依存していたため、障
害発生時などに時間とコストを要していた。ネットワーク管理担当
者のITリテラシーを高め、サービス提供を迅速化するために、担当
者が主導可能なネットワークへと刷新した。

取組内容
2019年、院内ネットワークへの更改を機に、ネットワーク構成の
一元的な管理とリアルタイムな可視化が可能なシステムを導入。無
線LAN障害時に、過去の通信のパケットキャプチャデータから、要
因を自動分析・検出することが可能。

院内ネットワークの常時監視
医療機関内無線環境管理

通信障害要因の自動分析・検出、ネットワーク健康状態の可視化
社会福祉法人恩賜財団済生会支部福井県済生会病院（福井県福井市）
病床数：460床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：無線LAN

電波環境上の対応
ネットワークの健康状態の常時可視化により、トラブルの予兆に対
する早期対応を実施。

取組の効果
ネットワーク障害の未然防止、原因の特定や対応の迅速化。

今後の展望
段階的に人の介在を可能な限り削減したネットワークの運用管理の
自動化を実現。

パケットキャプチャデータから、通信成否の要因を分析し、可視化。
左図の可視化されたネットワークの健康状態の詳細表示からネットワークの
トポロジーマップ上での障害箇所を確認できる。

出所：シスコシステムズ合同会社 https://www.cisco.com/c/dam/global/ja_jp/about/case-studies-customer-success-stories/pdf/2135-fukui-saiseikai.pdf?oid=csyesw020770
シスコシステムズ合同会社 https://gblogs.cisco.com/jp/2023/03/prescription-for-hospital-network-management/

パケットキャプチャに基づくネットワークの健康状態の可視化
ネットワーク障害発生箇所の確認

導入医療機関

https://www.cisco.com/c/dam/global/ja_jp/about/case-studies-customer-success-stories/pdf/2135-fukui-saiseikai.pdf?oid=csyesw020770
https://gblogs.cisco.com/jp/2023/03/prescription-for-hospital-network-management/


21

事例 IP無線機による院内コミュニケーション
医療機関内無線環境管理

IP無線機により1対多の効率的なコミュニケーションを実現
横浜市立市民病院 （神奈川県横浜市）
病床数：650床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：IP無線機（4G LTE）

背景
医療従事者間のコミュニケーションツールとして、医療機器への電
波干渉が少なく、実用に耐える無線機の導入を検討。
また、感染症病棟では、防護服の上からスマートフォンで通話する
ことが難しく、スマートフォン自体が汚染されてしまうという課題
もあった。そのため、新型コロナウイルス感染症対応時には、感染
症病棟のレッドゾーンとグリーンゾーンのスタッフ間で物品依頼や
検体採取などの連絡を、ガラス越しに文字で伝えるなど、コミュニ
ケーションが困難な状況があった。

取組内容
2020年5月、医療従事者間のコミュニケーションを目的にIP無線機
を75台導入。
緊急かつ一斉に情報共有する必要がある感染症病棟、救命救急セン
ター、手術室などで運用するほか、医療機器の管理・操作を行う臨
床工学技士は全員が携帯している。新型コロナウイルス感染症対策
時は最大で100台のIP無線機を運用、2023年12月現在は78台。用途
別に全10チャンネル程度利用。

電波環境上の対応
無線機の導入にあたっては様々なタイプの無線機を検討したが、業
務用無線は出力が高く、また特定小電力無線はフロアをまたいだ通
信が難しく、医療現場での実用には向かないと判断。一方、IP無線
機は携帯電話の電波を使用するため、最大出力が250mWと小さい
ながらも携帯電話の通信エリアであればどこでも運用が可能である
ため、採用に至った。さらに、院内の携帯電話の不感地帯解消のた
め、院内に3キャリア共通の中継器を配備することで、端末からの
出力を抑えた運用を可能とした。
また、院内の安全管理対策委員会の下に、電波の最大活用と医療安
全に関して委員会に助言を行う電波利用安全管理部会（院内の電波
利用に関わる部門のメンバで構成）を設置しており、IP無線機の導
入に関しても、同部会で審査。

キャリアの通信網を利用。
バッテリーパックの差し替えができるため、充電によるタイム
ロスが発生しない。

出所：アイコム株式会社 https://www.icom.co.jp/lineup/products/IP501H/?open=3#detail_content

導入したIP無線機

導入医療機関

https://www.icom.co.jp/lineup/products/IP501H/?open=3#detail_content
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事例 IP無線機による院内コミュニケーション
医療機関内無線環境管理

取組の効果
IP無線機の導入による1対多のコミュニケーションによって、各導
入部門で以下のような効果が得られている。
‐感染症病棟：スタッフが防護服の内側に装着し、汚染を気にせ
ずにいつでもコミュニケーションが取れるようになった。

‐手術室：麻酔科医が着用し、患者入退出の連絡や緊急時の一斉
応援要請を行えるようになった。

‐救命救急センター：心筋梗塞などの迅速な対応が必要な患者が
搬送されてきた際に、一斉通話により関係する医療スタッフに
同時に情報を共有、各スタッフがスムーズに各自の準備を進め
ることができるようになった。

今後の展望
感染症病棟や緊急対応に限定せず、通常業務でのIP無線機の活用を
拡大するよう検討している。例えば、あらゆる病棟を巡回する必要
がある医師のコミュニケーションツールとしての活用などが想定さ
れる。
携帯電話網を使う利点を生かし、災害時の避難所への巡回時の連絡
や他の病院に救急患者を搬送する際の利用も検討中。

出所：株式会社テレコム https://www.telcom-net.co.jp/case09.html

防護服を着用した医師と看護師が、レッドエリア
の内外で連絡を取ることができる。

搬送患者を対応する救急科医師と検査室の臨床工
学技士が迅速に連携することができる。

手術中に、麻酔科医が手術室内のスタッフに一斉
に応援を要請することができる。

救命救急センターによる情報共有手術室スタッフに対する一斉連絡感染症病棟におけるコミュニケーション

https://www.telcom-net.co.jp/case09.html
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事例 電波環境の管理体制の整備
電波管理体制

電波安全管理委員会を設置し、院内全体で電波管理を実施
埼玉医科大学国際医療センター（埼玉県日高市）
病床数：700床 医療機関指定：災害拠点病院

背景
医用テレメータや無線LANなど電波の利用が必須であるにもかかわ
らず、電波を管理する部署が明確でない状況があった。

取組内容
2019年に院内の電波環境に対する安全管理の必要性が高まり、電
波安全管理委員会を設置。
電波環境協議会の「電波の安全利用規程（例）」を参考に委員会の
規程や役割を示すプログラム（手順書）を作成し、各部署における
電波安全管理責任者と電波管理担当者を任命。

電波環境上の対応
‐電波管理担当者に依頼し、電波利用機器と電波発生装置を一覧
化し、1,008台（当時）の機器の所在マップを作成。

‐ 2022年に開設された新規病棟において、医用テレメータの受信
範囲の決定のための電波環境調査を実施。

‐職員向けeラーニング（職種に応じて基礎編と応用編を設定）お
よびアンケート調査の実施。

取組の効果
職員向けアンケート調査や電波利用機器の所在調査の結果を踏まえ
て、院内フリー無線LANの設置を提案し実現。

出所：松田慎太郎・塚本功「ここまで来た！病院内電波管理必要性と具体策」, Clinical Engineering, Vol.34, No.2, pp.128-132（2023）
松田慎太郎「電波安全管理委員会の設置後実施した取組と成果」、医療機関における安心・安全な電波利用推進シンポジウム（2023）

‐院内の電波利用機器の一覧作成
‐電波発生機器の所在調査
‐教職員への安心で安全な電波利用に関する研修
‐電波利用機器の定期的な点検
‐電波利用機器を新規購入および設置する際の申請方法の明確化
‐安心で安全な電波利用のための啓発活動
‐トラブル対応や不適切な電波利用の防止

電波安全管理責任者と電波管理担当者の役割

導入医療機関

今後の展望
安全で安心かつ作業者や使用者の負担が軽減できる取組を推進予定。

職員向けeラーニング電波発生装置の所在マップ



事例集（2024年度分）
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事例 iPadを用いたオンライン自動面会サービス 
患者向けサービス

患者や医療スタッフの操作不要で、いつでもオンライン面会を実現
医療法人社団鶴友会鶴田病院（熊本県熊本市）
病床数：105床 電波利用技術の活用：無線LAN

導入医療機関

背景
コロナ禍において、入院患者と家族が面会できない状況が続く中、
終末期医療における患者と家族への寄り添い方が模索されていた。
タブレット端末とZoomを使った予約制のオンライン面会の仕組み
はすでに整備されていたものの、医療スタッフが端末の準備や面会
中のサポートを行う必要があるなど業務負担が大きいため、病院全
体としての面会の件数や面会時間に制限がかけられていた。

取組内容
2022年3月より、緩和ケア病棟を対象に新たにiPadオンライン自動面
会サービスを開始した。このサービスは元々、緩和ケア病棟に入院
していた患者の家族が、患者と会話するために考案したiPadの標準
機能を用いたビデオ通話を参考にしている。具体的には、iOSのアク
セシビリティ設定である「自動で電話に出る」と着信相手や着信時
間を設定できる「集中モード」を併用する。予め着信相手に登録さ
れた家族が、FaceTime（iPhoneやiPadのビデオ通話アプリ）を使っ
て患者に電話をかけると、患者のベッドサイドに設置されたiPadに
自動に着信し、ビデオ通話が可能となる仕組みである。現在、緩和
ケア病棟20床分のiPadを用意しており、入院時にサービスの利用希
望を確認し、同意を得た上で、サービスを提供している。自力での
スマートフォン操作が困難な患者の家族からの利用要望が多く、平
均7～8台が利用されている。利用者に行ったアンケートでは、約半
数の利用者がほぼ毎日サービスを利用していた。なお、緩和ケア病
棟は全て個室のため、利用時間などの制限は設けていないが、節度
を守った利用を依頼している。

また、iOS端末があれば、専用のアプリを必要とせずに、15分程度
で設定が完了するため、他の医療機関でも導入できるように、端末
選定や自動着信設定に関するマニュアルを作成して公開している。
さらに、この自動着信の仕組みは新型コロナウイルス感染患者の対
応における感染エリアとクリーンエリアの通信手段としても活用さ
れた。感染エリア内で作業しているスタッフは防護服を着用してい
るため、PHSなどを取り出して通話することが難しいが、自動着
信機能によりどこにも触れることなく通話が可能であった。

電波環境上の対応
鶴田病院では、2012年の新病院への移転に伴うネットワーク構築
時に、全館で無線LANを導入している。無線LANの用途として、病
院情報システムや医療スタッフ向けの利用に加えて、当時は非常に
先進的な取り組みであった患者向け無線LANの提供をいち早く開始
している。近年は無線LANのトラヒックが増加していることから、
数年前より2つのインターネットプロバイダの回線の冗長構成を採
用し、負荷分散をしている。無線LANのカバーエリアの設計におい
ては、電波測定を実施した上でアクセスポイントを配置しており、
チャネル制御やアクセスポイントの切り替えもコントローラが自動
で行うため、電波干渉の問題も殆ど発生していない。このような患
者向け無線環境の整備が、オンライン面会のスムーズな導入を可能
にしている。
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事例

利用者向けアンケート
2022年3月～2023年10月実施
109件回答

iPadを用いたオンライン自動面会サービス 
患者向けサービス

取組の効果
iPad自動面会サービスの導入により、自分自身でスマートフォン
を操作ですることが難しい入院患者であっても、家族のコミュニ
ケーションの時間をとることが可能になった。特に、県外や海外に
いる患者の家族からは患者と最期の時間を過ごせたことについて感
謝の声が寄せられた。また、オンライン面会中に医療スタッフが病
室にいる場合、患者家族と医療スタッフ間のコミュニケーションに
もつながるなどの副次的な効果も生まれている。加えて、従来のオ
ンライン面会の課題であった医療スタッフの立ち合いが不要になり、
スタッフの面会にかかる人件費が大幅に圧縮され、本来の業務に時
間を割けるようになった。

iPadオンライン自動面会サービス

iPhoneやiPadなどのiOS端末の標準機能と標準搭載されているビデオ通話アプ
リ「FaceTime」を併用することで、患者家族等からの着信に自動応答する。ス
マートフォンを操作することが難しい入院患者であっても、医療スタッフのサ
ポートなしに、ビデオ通話で面会を行うことができる。
他の医療機関でも導入できるよう、必要機材や、機材設置の注意点、iPadの設
定・運用方法等に関する利用マニュアルを作成し公開した。

出所：医療法人社団鶴友会鶴田病院 https://kakuyuukai.or.jp/archives/27978 
医療法人社団鶴友会鶴田病院「「いつでも、顔を見て話せる」～入院患者様のiPad・FaceTime利用マニュアル～」 https://kakuyuukai.or.jp/wp-content/uploads/2022/01/tsuruta_facetime_v1.3.pdf 
flick! 「iPadとFaceTimeで、緩和ケア病棟の家族と会話できる仕組みを熊本の鶴田病院が構築」 https://funq.jp/flick/article/762739/ 
小田誉之「iPadを利用した自動面会システムの導入と効果」、日本医療マネジメント学会雑誌、第25号、281ページ（2024年6月）

今後の展望
自動着信の仕組みを訪問診療患者宅への貸出設置や、付き添いがで
きない小児病棟での面会に活用が広がることを期待している。

iPadオンライン自動面会サービス・利用者アンケート

利用者がiPadオンライン自動面会サービスを利用した目的は、「顔を見たい」、
「様子が知りたい」が最も多い。また、利用者の半数がほぼ毎日サービスを利
用している。

https://kakuyuukai.or.jp/archives/27978
https://kakuyuukai.or.jp/wp-content/uploads/2022/01/tsuruta_facetime_v1.3.pdf
https://funq.jp/flick/article/762739/
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事例 ICTツール・システムで持続的な在宅医療の体制を実現
医療従事者向け端末

業務の効率化とタスクシフトで、訪問診療の質を向上
医療法人楠本内科医院（福岡県遠賀郡）
病床数：無し 電波利用技術の活用：無線LAN

導入医療機関

背景
2016年ごろより訪問診療（在宅医療）に積極的に取り組み、在宅
療養支援診療所としての認可を取得している。さらに、在宅医療を
受ける患者の「自宅で過ごしたい」という希望に応えるために、患
者の療養生活を支援する在宅支援部を設置し、訪問診療を専門とす
る看護師や医師や事務業務への対応を行う医療ソーシャルワーカー
による支援体制も強化した。また、自宅や施設での看取りのサポー
トにも力を入れており、厚生労働省より在宅緩和ケア充実診療所に
指定されている。
医院内外での診療業務や各種調整業務に向け、業務を効率化し、多
職種連携体制を構築するため、2016年以降、電子カルテシステム
やコミュニケーションツール、訪問診療に必要な情報を一元管理す
るシステム等のICTツールを段階的に導入している。

取組内容
院内の診療、訪問診療、医療事務、患者手続きを効率化し、多職種
の連携を強化するため、10以上のICTツールを導入した。特に在宅医
療の拡充に向けて、クラウド型電子カルテシステム*や医療介護専用
のコミュニケーションツール（MedicalCare STATION：MCS）を利
用している。最初のICTツールとして導入した電子カルテでは、ス
タッフが徐々に慣れていけるように、電子カルテ利用の作業量を調
整した。MCSは医師、看護師、訪問看護師等の多職種連携に活用さ
れ、現在はMCSを導入した訪問看護ステーションとの連携を拡大さ
せている。

訪問診療は医師1名と看護師2名のチームで行われ、訪問診療のスケ
ジュールや訪問ルートは専用のスケジュール管理システム
（CrossLog）で整理する。医師が診察している間に、看護師2名が
患者ケアや在宅医療対応の電子カルテへの記録入力を分担して行う。
さらに、医師と患者の会話はスマートフォンで録音し、AI音声要約
システムを使って診療情報の記録を効率化している。
導入したICTツールの多くは、院長自ら調べて採用している。特に、
柔軟に導入可能なクラウド型のICTツールを中心に選び、リリース
から間もないICTツールを導入することもある。リリース直後のICT
ツールを導入することで、開発元から手厚いサポートを受けられる
ほか、逆に開発元に機能改善のフィードバックを行う機会も得られ
る。また、ICTツールを無料で利用できる試用期間を活用して、実
際にツールを利用するスタッフも含めて使い勝手を確認することで、
正式導入時のスタッフの負担を軽減している。
ICTツールは、基本的に共通アカウントで使用している。共通アカ
ウントの場合、チャット等の投稿者がわからないため、投稿時に名
前を記載する運用ルールで対応。ただし、通知を詳細に確認する必
要がある医師および一部スタッフは個人用アカウントを別途契約し
ている。
その他、患者向けにも電子カルテシステムに連携したネット予約シ
ステム、後払いサービスといったICTツールを活用したサービスを
提供している。
*電子カルテは、基幹システムとなる電子カルテと、訪問診療時の在宅医療対応電子カルテを併用。
訪問後に両者のデータを基幹システムに統合することで、診療の利便性を損なうことなく合理的に運
用している。
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事例 ICTツール・システムで持続的な在宅医療の体制を実現
医療従事者向け端末

電波環境上の対応
2023年、院内ネットワークの通信速度改善のため、院内のネット
ワーク環境を更新した。有線インターネット回線による院内無線
LANとモバイルルータによる可搬型無線LANの2つのネットワーク
環境を整備し、主に院内無線LANを利用しつつ、可搬型無線LANを
バックアップとして利用している。また、発熱外来での対応として、
駐車場（施設外）で無線LANに接続する検査機器を使用した際は、
可搬型無線LANを活用した。MCS等のクラウド型ICTツールではロ
グイン端末台数に制限がないため、スタッフの人数以上の端末（デ
スクトップPC、ノートPC、iPad合計50台）を購入またはICTツー
ル提供元からレンタルなどで手配し、運用している。端末にも共通
のGoogleアカウントを適用し、初期設定の負担を軽減している。

取組の効果
MCSの機能上でマニュアルなどを効率的に共有し、さらに他のICT
ツールも併用することで、訪問看護指示書などの資料作成といった
医師の負担となる業務の看護師へのタスクシフトを実現。これによ
り多くの訪問診療患者への対応が可能になった。また、医療機関・
訪問看護ステーション間の連携を強化し、患者ケア体制を拡充する
ことで、在宅医療の質の向上にもつながっている。

今後の展望
高齢患者の場合、オンライン診療の対応が難しく、些細なことでも
訪問看護で状況を確認したり、薬の処方のために訪問診療を行う必
要があった。この課題を解決するため、高齢患者宅にタブレットを
設置し、医師からの呼びかけで起動してオンライン診療を開始でき
るシステムの導入を検討している。このシステムは、一部介護保険
の対象にもなるが、まずは医院が導入費用を負担し、高齢患者宅に
設置することで、高齢患者がスムーズにオンライン診療を受けられ
る環境を整えることを想定している。

チームでの訪問診療

医師1名、看護師2名の計3名体制で訪問診療を行う。医師が患者を診
察している間に看護師が血圧測定などの測定や患者ケアを行い、も
う1名の看護師がタブレットから在宅医療対応電子カルテに記録する。

出所：医療法人楠本内科医院 https://kusumotonaika.net/guide.html  医療法人楠本内科医院 https://kusumotonaika.net/zaitaku.html 
医療法人楠本内科医院 https://kusumotonaika.net/homon.html  MedicalCare STATION公式Youtube https://www.youtube.com/watch?v=eNMvy17qnzA 

MCS（図は画面の一例）
未読チャットを優先表示する機能や、テキストの一括コ
ピー機能、検索機能、メッセージ固定機能等の機能を持
ち、連絡事項の見落とし防止や、電子カルテシステムへ
の転記作業の省力化、マニュアル・連絡事項等の共有の
効率化ができる。基本的に共通のアカウントを用いてロ
グインするため、投稿者の名前を記載する運用ルールで
対応している。

https://kusumotonaika.net/guide.html
https://kusumotonaika.net/zaitaku.html
https://kusumotonaika.net/homon.html
https://www.youtube.com/watch?v=eNMvy17qnzA
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事例 スマートデバイスによるコミュニケーション改革
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

チャットツールの活用で時間・場所・言語に縛られない情報共有を実現
社会医療法人石川記念会ＨＩＴＯ病院（愛媛県四国中央市）
病床数：228床 電波利用技術の活用：無線LAN／キャリア網

導入医療機関

背景
2017年より、「ＨＩＴＯ（ヒト）」を中心としたICTを利活用する
ことで医療の質と業務効率の向上を目指す「未来創出ＨＩＴＯプロ
ジェクト」の取組を実施。その一環として、医師や看護師の深刻な
人材不足に対応するため、DX推進室が主導してスマートデバイス
を導入した。特に、若手の医療スタッフが普段から使い慣れている
チャットツールを活用した、業務とコミュニケーションの改革を進
めている。

取組内容
2018年から医療スタッフ全員にスマートフォン（iPhone）を支給し
ており、特に、業務用のチャットツールによって、時間・場所・言
語に縛られない情報共有を実現している。例えば、以前は医療ス
タッフがスタッフステーションに集まって申し送りを行っていたが、
現在は各スタッフがチャットで報告を行うため、その分の時間を別
の業務に充てることができている。また、チャットツールにはAIに
よる自動翻訳機能を組み込み、海外から受け入れている看護補助者
は母国語で報告内容を入力することもできる。あわせてチャット上
で映像や画像の情報も共有できるため、言語の壁を超えたコミュニ
ケーションが可能となった。チャットツールのグループ設定方法な
どの環境面はDX推進室でルールを定めているが、グループ内の
チャットでのコミュニケーション方法は現場のスタッフの使いやす
さを重視し、自由度を持たせている。また医療スタッフのスマート
フォンにはMicrosoft Copilotを導入しており、調べものをする際には、
ウェブやShare Point上に格納されたファイルから対話型AIで情報を

引き出すことができる。
また、スマートデバイスを活用した新たな取組として、2024年より
スマートグラスを使った訪問看護の遠隔支援の運用を開始している。
病院と連携する訪問看護ステーションの看護師が患者宅でスマート
グラスを装着し、現場の音声と画像を病院側のWOCナース(皮膚・
排泄ケア認定看護師）のスマートデバイスに共有することで、WOC
ナースが現場の業務をサポートする。これにより、看護ケアの質の
向上とともに、現場で1人で対応する看護師の精神的な負担軽減を
図っている。

電波環境上の対応
病院内でスマートデバイスを最大限活用できるよう、無線通信品質
のサーベイを行い、院内全体に無線LAN環境を整備している。アク
セスポイント間の相互干渉を低減するため、シンプルな機器構成を
採用しつつ、マルチSSID、マルチVLANで、医療スタッフ向け・患
者等向けに最適に通信リソースを配分できるようにした。スマート
グラスを使った訪問看護の遠隔支援ではモバイルWi-Fiルータを併
用することで、映像伝送の品質を確保している。現在、院内の主な
コミュニケーションはチャットツール（無線LAN接続）を使用して
いるが、緊急時には音声通話が確実につながるように、安定性が高
い携帯電話回線のFMC（Fixed Mobile Convergence）を採用して
いる。電波管理については、臨床工学部門と医療情報部門が連携し、
お互いをサポートしあう体制を整えている。スマートデバイスの管
理は、DX推進室のメンバが携帯電話事業者と連携しながら進めて
おり、MDMによる資産管理や運用ルール策定を行っている。
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事例

チャットツールによる多職種間の情報共有

スマートデバイスによるコミュニケーション改革
医療従事者向け端末／医療画像・データ伝送

取組の効果
スマートフォンを従来のPHSの代替としてではなく、情報共有の在り
方を変えるツールと位置づけることで業務自体の変革が生まれた。特
に、チャットツールの活用により患者のそばでケアや見守りをしなが
ら業務を行うことができるようになった。その結果、スタッフステー
ションでの業務やナースコール対応が減り、看護師の移動時間も大幅
に短縮された。

出所：社会医療法人石川記念会ＨＩＴＯ病院「iPhoneでできる病院DX」 社会医療法人石川記念会ＨＩＴＯ病院「未来創出ＨＩＴＯプロジェクト」 http://hitomedical.co-site.jp/region/future-2/ 
社会医療法人石川記念会ＨＩＴＯ病院 NEXT TO 2019.9 / No.04 http://hitomedical.co-site.jp/wp2017/wp-content/uploads/2019/09/next-to-vol.4.pdf 
READYFOR「いきるを支える」ＨＩＴＯ病院｜スマートグラスプロジェクト https://readyfor.jp/projects/hito-smartglass  

チャットツールを活用することで、多職種間で場
所・時間・言語に縛られない情報共有を実現。海
外から受け入れている看護補助者とのコミュニ
ケーションにはチャットツール上の自動翻訳機能
を活用している。専門性の高い内容や緊急性のあ
る内容であっても、母国語で円滑にコミュニケー
ションがとれるため、看護補助者の夜勤対応も可
能になり、人手不足の解消や看護師の負担軽減に
も寄与している。

以前は1か所に集まる形で実施していたカンファレ
ンスは、オンライン会議で開催。各医療スタッフ
がそれぞれの現場から各自のデバイスを使用して
参加している。会議の議事録はAI自動生成を活用
して作成され、会議終了後すぐに参加者に共有さ
れる。

訪問看護スタッフが患者宅に訪問時にスマートグ
ラスを着用、病院のWOCナース(皮膚・排泄ケア認
定看護師）と接続し、専門的なコンサルテーショ
ンを受けている。スマートグラスは、訪問看護の
現場での作業の妨げにならないよう、装着感、操
作性、バッテリー持続時間などを考慮して選定し
た。また、スマートグラス20台の購入費用を含む
必要資金は、クラウドファンディングでの支援を
得て調達した。

オンラインカンファレンススマートグラスを活用した訪問看護の遠隔支援

さらに、翻訳やAIのサポートにより、若手スタッフや外国人スタッ
フを含む多職種のコミュニケーションが活性化され、モチベーショ
ンの向上や人材確保に大きく寄与している。

今後の展望
より高度なAI活用について企業と連携して検討を進めている。また、
スマートグラスを使った遠隔支援については、介護施設や病院内、
病院間での展開も視野に入れている。

http://hitomedical.co-site.jp/region/future-2/
http://hitomedical.co-site.jp/wp2017/wp-content/uploads/2019/09/next-to-vol.4.pdf
https://readyfor.jp/projects/hito-smartglass
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事例 スマートフォンと見守りシステムによる業務効率化
医療従事者向け端末／患者モニタリング

看護業務や見守り業務の効率化によって医療の質を向上
医療法人社団藤聖会富山西総合病院／医療法人社団親和会富山西リハビリテーション病院（富山県富山市）
病床数：199床/120床 電波利用技術の活用：スマートフォン/無線LAN/NFC

導入医療機関

背景
医師の働き方改革の一環として看護師へのタスクシフトを図る上で、
慢性的に多忙な看護師側の業務負荷低減が課題となっていた。
併設する両病院、系列の介護施設とも連携しながら、様々なツール
を用いた看護師の業務の効率化と合理化の取組を進めている。

取組内容
病棟用に業務用スマートフォンを導入し、ベッドサイド業務におけ
るバイタル測定結果の自動入力（NFC）や薬剤の三点認証などに
スマートフォンを利用している。また、看護記録の入力支援アプリ
として電子カルテと連携した「チームコンパス」を導入。患者の症
状や病態に応じて観察項目が自動的にフローで示され、チェックし
ながら入力が進められるため、記録のスピードが上がるだけでなく
記録の質が標準化される効果も得られる。
スマートフォン端末をスタッフ間のコミュニケーション用のインカ
ムとして利用する試みも開始している。スマートフォンの専用アプ
リとネックスピーカを組み合わせることで、インカムのようにス
タッフ間で一斉通話ができるほか、スタッフ間の会話内容をテキス
ト化してチャットで共有することもできる。一方、周囲に患者様が
多くいらっしゃる外来エリアでは、別途専用のIP無線インカムを利
用している。
また、リハビリテーション病院では、系列の介護老人保健施設で先
行利用していた見守り支援システム「眠りSCAN」を部分的に導入。

入院患者の呼吸や心拍、睡眠状態、離床などを24時間リアルタイ
ムでモニタリングし、患者の覚醒に合わせて看護師がケアに入るな
ど、よりきめ細かい対応ができるようになった。加えて、感染症対
策も合わせた見守り支援として、総合病院の感染症用病床に限り、
患者用見守りカメラを設置し、スタッフステーションのPCで監視
できるようにしている。
その他、患者向けのDXの取組として、総合病院の内科でタブレッ
トを使ったAI問診を導入し、短時間で正確な情報収集ができるよう
にしている。来院前に患者自身スマートフォンで入力することも可
能としている。

電波環境上の対応
開院当初から無線LAN環境を全館で整備しており、業務用スマート
フォンや眠りSCAN、見守りカメラも無線LANで利用している。業
務用とは別系統で患者用の無線LANも提供している。内線通話に関
しては自営PHSを併用している。

取組の効果
スマートフォンの活用や見守り支援により看護師の業務負担が低減
され、患者の看護やケアの充実につながった。スマートフォンの看
護記録の入力支援アプリはスマートフォン操作に慣れている若い看
護師にも使いやすく、看護アセスメント技量の向上といった教育的
効果も得られている。

出所：医療社団法人藤聖会キュアライフNo. 74  https://toyama-nishi.jp/wp/wp-content/uploads/curelife_No74.pdf        株式会社イノシア https://innoxia.co.jp/compass/ 
医療社団法人藤聖会キュアライフNo. 77 https://toyama-nishi.jp/wp/wp-content/uploads/curelife_No.77.pdf パラマウントベッド株式会社 https://www.paramount.co.jp/series/2/2000061 

https://toyama-nishi.jp/wp/wp-content/uploads/curelife_No74.pdf
https://innoxia.co.jp/compass/
https://toyama-nishi.jp/wp/wp-content/uploads/curelife_No.77.pdf
https://www.paramount.co.jp/series/2/2000061
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スマートフォンNFC機能による測定データタッチ入力

スマートフォンと見守りシステムによる業務効率化
医療従事者向け端末／患者モニタリング

今後の展望
現在はスマートフォンと内線用のPHSを併用しているが、将来的
には施設内の無線LANのエリア整備を強化した上で、内線をスマー
トフォンへの移行も検討している。また、総合病院にも「眠り
SCAN」の導入を増やす計画を進めている。

出所：2023年8月24日付株式会社イノシアプレスリリース「医療の質向上につながる次世代型看護記録システム・チームコンパスのモバイルアプリ、リリースに向けて医療機関からの予約受付開始する」
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000118646.html 

ベッドサイドでチェック項目を確認しな
がら看護業務を遂行。タッチ入力を活用
しながらその場で記録を入力。

スマートフォンをインカムデバイスとし
て活用。周囲環境でアクセサリを使い分
けながらスマートフォンのインカム活用
の利便性を向上。

スマートフォンインカム

患者の睡眠状況を常時モニタリング。患
者状態に応じたケア実施の判断により、
きめ細やかな対応体制を実現。

眠りSCANによる常時モニタリング

ベッドマットの下、患者の胸の位置に設
置することで生体情報を測定しリアルタ
イムでモニタリング可能。測定された活
動量（体動）に基づき、睡眠・覚醒・離
床を判別できる。

眠りSCAN

看護計画・看護記録を支援するシ
ステムとして以下の3つのアプリ
ケーションから構成される。電子
カルテシステムとも連携可能。
 一般財団法人医療情報システム
開発センター(MEDIS-DC)が管
理する看護実践用語標準マス
ター

 症状別・疾患別に看護計画を立
案するための看護思考プロセス
ナビゲータ（看護ナビ）

 患者状態を基軸に観察項目やケ
ア項目を反映していく患者状態
適用型パスシステム（PCAPS）

チームコンパス

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000118646.html
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事例 Bluetoothを用いた分娩監視装置
患者モニタリング

遠隔分娩監視により産科医不足地域の体制を強化
石川県能登北部・中部、南加賀の8医療機関および石川県立中央病院
病床数：ー 電波利用技術の活用：Bluetooth、4G

導入医療機関

背景
石川県の周産期医療提供体制は、産科医が少数の小規模な医療機関
（分娩施設）が多く、かつ県内に 4つある周産期母子医療センター
が全て県の中心部（金沢市近郊）に集中している環境にある。また、
コロナ禍の期間に、自宅療養中の妊婦や感染症病棟に入院中の妊婦
の状況を遠隔からモニタリングするため、「新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金」を活用し、感染妊婦を受け入れてい
た医療機関へ遠隔分娩監視装置「iCTG」を導入した。
このような中、2022年に病院・市町・大学等の関係者が課題を共
有しその対応策を協議するために、「赤ちゃん協議会」が開催され、
その中間とりまとめで、主に能登北部等の医療機関から県立中央病
院への母体の救急搬送時の安全性向上を図るため、コロナ禍で実績
のある遠隔分娩監視装置の活用を進めることが提言された。
これを受け、産科医が不足している地域（能登・南加賀地域）の医
療機関に遠隔分娩監視装置を導入し、母体の緊急搬送時等に遠隔で
母体・胎児モニタリングを行うことで、安全かつ円滑な搬送体制・
受入体制の構築を目指すこととなった。

取組内容
遠隔分娩監視装置「iCTG」（メロディ・インターナショナル株式
会社）を、産科医が不足している能登北部・中部、南加賀の8医療
機関（以下「導入医療機関」）に導入し、総合周産期医療センター
である石川県立中央病院には集中監視システムを整備した。
これにより、導入医療機関を受診している妊婦の状態をモニタリン
グするだけでなく、妊婦の緊急搬送の必要性を判断し、緊急搬送中

のモニタリングに基づいて受け入れ準備を進めるなどの活用がなさ
れている。
iCTG導入に係る費用については、 厚生労働省の医療施設等設備整
備費補助金（分娩取扱施設設備整備事業）および県からの補助に
よって、導入医療機関の初期費用負担を軽減した。一方で、クラウ
ド利用料および通信費などの運用コストは導入医療機関が負担して
いる。
現時点では各導入医療機関に原則1台ずつiCTGが配備されており、
導入医療機関の産科医が必要に応じて妊婦への貸出を行っている。
測定データはクラウドサーバを介して石川県立中央病院の集中監視
システムや医師のPCやスマートデバイスなどから確認できる。令
和6年能登半島地震においては、導入医療機関を受診していた避難
中の妊婦に貸出するなどの対応も行っている。

電波環境上の対応
iCTGは妊婦の腹部に装着する測定器と、サーバに接続するタブ
レット端末で構成される。測定器とタブレット間の通信は
Bluetoothを使用し、タブレットからクラウドサーバへの通信は携
帯電話回線（4G回線）を使用する。4G回線を用いることで、妊婦
の自宅環境や緊急搬送の移動中であっても、環境に依存せずシーム
レスな通信が可能となっている。
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取組の効果
導入医療機関に対して実施したアンケート調査では、「妊婦の安心感
につながった」、「リアルタイムの対応ができた」、「迅速に搬送対
応ができた」などの意見が寄せられた。また、産科医の数が少ないク
リニックであっても、医師が自宅からスマートフォンなどで妊婦の状
態をリアルタイムで確認し、病院のスタッフに指示を出すことができ
るため、迅速な対応につながっている。

今後の展望
石川県内の周産期医療センターがない他への地域への導入を進める
とともに、モニタリング支援を行う医療機関を増やすことで、石川
県立中央病院の負担の分散を図っていく。

Bluetoothを用いた分娩監視装置
患者モニタリング

出所：石川県健康福祉部 https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/akachan/documents/04_shiryou_1124.pdf 
石川県 https://www.pref.ishikawa.lg.jp/chiji/kisya/documents/1011kaikenshiryou.pdf メロディ・インターナショナル株式会社 https://melody.international/news/pr/entry-716.html 

分娩監視システムイメージ図

遠隔分娩監視装置 iCTG（手前：測定器、奥：タブレット端末）
タブレット端末は携帯電話回線
または無線LANでインターネッ
トに接続し*、クラウドサーバ
に測定データをリアルタイムで
共有する。医療機関のPC・ス
マートデバイスは一般的なイン
ターネット回線からサーバにア
クセスすることが可能。
* 石川県の事例では携帯電話回線で使用し
ている。

遠隔分娩監視装置は、妊婦の腹部に装着する測
定器と、サーバに接続するタブレット端末で構
成される。測定器とタブレットはBluetoothで
無線接続されており、装着したときの拘束感が
軽減される。測定データはBluetooth経由でタ
ブレットに送信される。

分娩監視システムの活用（例：入院している妊婦の緊急搬送）

遠隔分娩監視装置は、妊婦の腹部に装着する測定器と、サーバに接続するタブレット端末で構成される。測定器とタブレットはBluetoothで無線接続されており、装着
したときの拘束感が軽減される。測定データはBluetooth経由でタブレットに送信される。

携帯電話ネットワーク

救急車内でも監視継続可能

• 院内での通常監視
• 医師が院外にいる場合の
計測データの確認

• 搬送時の受入先病院での監視

（1）遠隔分娩監視装置 導入病院

• 搬送時の計測データを
事前に共有し、適切な受入準備

• 搬送元病院が緊急搬送等の
判断に窮した場合のサポート

（2）集中監視システム 導入病院

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/iryou/support/akachan/documents/04_shiryou_1124.pdf
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/chiji/kisya/documents/1011kaikenshiryou.pdf
https://melody.international/news/pr/entry-716.html
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事例 ローカル5Gを活用した離島の遠隔診療支援
医療連携システム

県・医療機関・事業者の連携により、離島地域への遠隔診療支援を開始
五島中央病院、上五島病院、壱岐病院、対馬病院、長崎大学病院
病床数：ー 電波利用技術の活用：ローカル5G

導入医療機関

背景
長崎県の離島地域は公共交通機関による移動が困難な地域が多く、
地域住民が専門医のいる本土の医療機関へ通院することへの負担が
大きいため、専門医療を十分に受けられない状況がある。また、遠
隔医療による医療サービス拡充を実現する上で、無線LANやLTEで
は伝送速度が不十分であり、さらに病院内の施設や診察室の状況か
ら有線接続も困難なケースがあった。こうした課題の解決に向けて、
2020年度に「地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実
証」事業（総務省）を活用して、ローカル5Gによる専門医の遠隔サ
ポートによる離島の基幹病院での専門外来に関する実証を実施した。
この実証の成果をもとに、2022年度に実証に参加した下五島地域の
五島中央病院以外の上五島地域、対馬地域、壱岐地域の3医療圏の
基幹病院にも診療支援設備を導入している。2023年4月には、長崎
県、長崎大学、長崎県病院企業団（県内の離島や本土周辺地域で病
院・診療所を運営）、NTT西日本長崎支店など関係ステークホルダ
が参加する協議会を設立し、診療開始に向けた準備を進め、2024年
3月に「長崎県遠隔専門診療支援事業に関する協定」を締結した。

取組内容
2024年4月以降、長崎大学病院の専門医が離島の基幹病院の診療を
支援する「遠隔専門診療支援」を消化器内科、脳神経内科、皮膚科
で順次開始している。長崎大学病院と離島の基幹病院をセキュアな
光回線で接続、離島の基幹病院にローカル5G基地局を設置し、診
察室内の4K映像対応デバイス（内視鏡カメラ、ダーモスコープ
（皮膚専用顕微鏡）、ハンディカメラ等）を使った高精細な診療動

画の伝送やビデオ会議にローカル5Gで利用している。システム導
入にかかる費用は、長崎県が各種補助金を活用して負担しており、
システムの運用コストや長崎大学病院側の支援に対しても2025年
度まで補助を行う予定としている。

電波環境上の対応
実証に参加した五島中央病院以外の離島の基幹病院にローカル5Gによ
る診療支援設備を導入するにあたり、病院とNTT西日本長崎支店が密
接に連携する形でシステム利用環境の構築と運用整理を行っている。
患者の診療を行う診察室では建物構造による遮へいや反射など電波伝
搬を考慮しローカル5G基地局の設置位置を検討した。また、診察室内
で想定される診察パターンに基づき、医師と患者の導線を確認し、機
器の配置や配線を調整した。加えて、各診療科からの診察上のニーズ
にあわせて、機能の改善や拡張も行った。例えば、消化器内科では内
視鏡映像上で具体的な指示を出すためのアノテーション（画面書き込
み）機能を追加し、脳神経内科では、患者の細かい反応を正確に確認
できるようVPN回線と専用のテレビ会議システムを用いて映像の遅延
を最小限に抑えている。ローカル5Gは専用通信であるためWi-Fiなど
と比較してセキュリティ確保の点でも優位なシステムを実現している。
運用調整では、既存の診療フローに対して、遠隔診療支援をスムー
ズに組み込む方法について、病院・診療科ごとに医療従事者とNTT
西日本長崎支店の担当者が検討を重ねた。さらに、実際にシステム
を操作する医療従事者がIT機器の扱いに不慣れであっても問題が生
じないように、操作手順をグラフィカルに示したマニュアルを作成
し、操作説明会を実施するなど、運用開始に向けた支援を行った。
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事例 ローカル5Gを活用した離島の遠隔診療支援
医療連携システム

取組の効果
患者は離島の基幹病院にいながら専門医療を受けられるため移動にか
かる負担が軽減されている。また、遠隔専門診療支援を通じて、離島
地域の基幹病院の若手の医師が専門医療を学ぶ機会にもなっている。

今後の展望
2025年度までは長崎県が補助を行う予定。この遠隔診療支援はまだ
運用を開始したばかりであり、今後は広報等により、広く離島地域
の住民へ周知していく。

出所：長崎県医療人材対策室 https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/iryo/local5g/ 
西日本電信電話株式会社長崎支店 https://www.ntt-west.co.jp/newscms/nagasaki/13832/nagasaki_n20240516a.pdf 
西日本電信電話株式会社長崎支店 https://www.ntt-west.co.jp/newscms/nagasaki/10088/20210324.pdf 
Go! 5G https://go5g.go.jp/sitemanager/wp-content/uploads/2021/05/ 令和２年度L5G開発実証成果報告書_No18_専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医師の専門外来等の実現.pdf 

システム構成イメージ遠隔診療支援のイメージ

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/iryo/local5g/
https://www.ntt-west.co.jp/newscms/nagasaki/13832/nagasaki_n20240516a.pdf
https://www.ntt-west.co.jp/newscms/nagasaki/10088/20210324.pdf
https://go5g.go.jp/sitemanager/wp-content/uploads/2021/05/%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%92%E5%B9%B4%E5%BA%A6L5G%E9%96%8B%E7%99%BA%E5%AE%9F%E8%A8%BC%E6%88%90%E6%9E%9C%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8_No18_%E5%B0%82%E9%96%80%E5%8C%BB%E3%81%AE%E9%81%A0%E9%9A%94%E3%82%B5%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E9%9B%A2%E5%B3%B6%E7%AD%89%E3%81%AE%E5%9F%BA%E5%B9%B9%E7%97%85%E9%99%A2%E3%81%AE%E5%8C%BB%E5%B8%AB%E3%81%AE%E5%B0%82%E9%96%80%E5%A4%96%E6%9D%A5%E7%AD%89%E3%81%AE%E5%AE%9F%E7%8F%BE.pdf
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事例 HF帯RFIDによる来院患者の診察フロー管理
医療物流・労務管理

工程ごとの紙カルテ数をRFIDタグで管理し、診療待ち状況を可視化
下田眼科（長野県上田市）
病床数：無し 電波利用技術の活用：RFID（HF帯）

導入医療機関

背景
下田眼科では、1日あたり平均200人の外来患者を受け入れており、
複数の医師で診察に対応していたが、長い待ち時間（平均1時間30
分）、待合室の混雑、駐車場不足といった課題が生じていた。眼科
では診察に加えて様々な検査があり、診察受付後に患者ごとに、最
適な動線で検査や診察に案内する必要がある。すでに導入されてい
た電子カルテシステムでは、受付人数や診察待ち人数の全体的な把
握は可能であるものの、診察や検査などの各工程の待ち人数を把握
するには、工程別に割り当てられたカルテラック内の紙カルテを目
視で確認する必要があった。この確認方法では混雑状況をリアルタ
イムで把握・共有することが難しく、患者の最適な割り振りができ
ずに、結果として慢性的な混雑が生じていた。この課題に対して、
下田眼科側がTOPPAN エッジ株式会社に解決方法について問い合
わせ、両者が連携してシステム開発に取り組むこととなった。

取組内容
受付・検査・診察・会計など各工程の紙カルテの数（＝患者の待ち人
数）をリアルタイムに把握できるよう、紙カルテ用のクリアケースに
RFIDタグを貼り付け、各工程のカルテラックに設置したアンテナと
RFIDリーダーでRFIDタグを読み込み、紙カルテ数を収集するシステ
ムを開発した。電子カルテ用端末上で、電子カルテと（紙）カルテ管
理システムの画面を並べて表示されるため、医師・スタッフは患者の
待ち人数をリアルタイムに把握できる。この結果、患者のスムーズな
誘導や混雑している工程へのスタッフ追加配置などの柔軟な対応が可
能となった。システムの導入に際しては、RFIDタグを正しく読み取る

ためのカルテラック内へのクリアファイルの置き方などの運用面も
丁寧にスタッフに共有し、スムーズな運用を実現している。

電波環境上の対応
システム開発にあたり、当初はUHF帯（920MHz帯）のRFIDシス
テム（無線局）の導入を検討したが、UHF帯は通信エリアが広い
ため、特定のカルテラックのタグのみを読み取ることが難しく、導
入を断念。そこで、通信距離が数cm～10cmのHF帯（13.56MHz）
帯の電磁誘導方式のRFIDシステム（高周波利用設備）を採用する
こととした。また、タグが重なった状態でも読み取りができる積層
タイプのRFIDタグを使用し、カルテラック内で複数のクリアファ
イルが重なっていても正確に読み取りができるようにしている。シ
ンプルなシステム構成であるため比較的安価に導入可能であり、
RFID機器の特性上メンテナンスコストも抑えられる。また、アン
テナ／リーダーライターを追加することで、適用対象の工程を増や
すことができるため、拡張性も高くなっている。

取組の効果
混雑状況を可視化し、柔軟な対応が可能になったことで、待ち時間
が短縮され、患者の顧客満足度が向上するとともに、医師・スタッ
フ労働生産性が向上した。

今後の展望
RFID以外のシステムも視野に入れ、医療DXによる更なる業務効率化
（例：駐車場の混雑緩和）などに向けた取組みの検討を進めている。
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事例

HF帯RFIDリーダーの読み取り範囲はアンテナ面から数cm～10cmのため、カル
テラックを並べて設置しても運用が可能。アンテナとRFIDリーダーの追加設置
も容易。

HF帯RFIDによる来院患者の診察フロー管理
医療物流・労務管理

カルテ管理画面

カルテを入れたRFID
積層タグ添付ファイル

Wifi 
or LAN

アクセスポイント

LAN

診察室1

LAN

診察室2

LAN LAN

診察室3

LAN

カルテ管理画面

•休診ON/OFF

カルテ管理画面閲覧者

医師・検査技師PC（ペンタブレットPC）

• R/W制御機能
• カルテ管理画面生成機能
• 閾値変更機能
• フォント変更機能
• 診断医師名プルダウン

リーダーライター制御兼カルテ管理画面生成用PC

R/W制御アプリ + カルテ管理アプリ

RFIDシステムサーバ（Windows10）

LAN

診察室4

LAN

暗室検査

LAN

診察室5

LAN

明室検査 会計

LAN

患者混雑状況の確認

医師・スタッフの電子カルテ端末か
らリアルタイムで患者待ち人数が確
認できる。工程や対応医師ごとに待
ち人数が表示され、アラート表示さ
せることも可能。

出所：TOPPAN エッジ株式会社 https://rfid.toppan-edge.co.jp/example/detail13.html TOPPAN エッジ株式会社公式YouTubeチャンネル https://www.youtube.com/watch?v=d-7I3t8hSIc 

タカヤ社
ミドルレンジR/W

タカヤ社
はがきサイズアンテナ

凡例

HF帯RFIDタグ・RFIDリーダー・アンテナ

RFIDタグ・リーダーの設置状況

積層タイプのRFIDタグをクリアファイルに貼り付け、クリアファイルが重なっ
た状況でも正しく数をカウント可能。RFIDリーダーとはがきサイズアンテナは
カルテラックの側面に設置され、中のRFIDタグを読み取る。

検査終了ラックに置か
れたカルテの積層タグ
を読まないようにブッ
クシェルフは離す ブックシェルフ

の間にアンテ
ナを1枚配置
しておく

https://rfid.toppan-edge.co.jp/example/detail13.html
https://www.youtube.com/watch?v=d-7I3t8hSIc
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事例 搬送アシストロボットを用いた医療用ストレッチャー移動の省力化
医療物流・労務管理

医療現場での実証を踏まえた、搬送アシストロボットの実用化
医療法人徳洲会湘南鎌倉総合病院（神奈川県鎌倉市）
病床数：669床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：Bluetooth

導入医療機関

出所：神奈川県ロボット実装促進事業 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/jisso.html
湘南鎌倉総合病院・日本精工株式会社 https://www.skgh.jp/wp/wp-content/uploads/2024/04/ 湘南鎌倉総合病院NSKプレスリリース.pdf
「市民の声で誕生した地域総合病院，常に現場目線でリアルなDXを推進◎患者搬送時の職員の身体負荷を劇的に低減するストレッチャー・アシスト・ロボットを実証しいよいよ実用化へ」
月刊マテリアルフロー2024年7月号

背景
令和2年度より、新型コロナウイル感染症対策としてロボット実装
事業について検討を開始し、医療現場における検証を目的として、
計9台のロボットを導入。令和3年度からは、神奈川県がロボット
等の実装に意欲的な施設に対し総合的な支援を行う「ロボット実装
促進事業」の支援を受け、現場での検証を実施した。

取組内容
検証を行ったロボットのうち、医療用ストレッチャーの移動時に用い
ることを想定した搬送アシストロボットは、湘南鎌倉総合病院と日本
精工株式会社が共同で開発し、令和4年度の実証事業で医療現場での
検証を行った上で、 2024年 3月より同院で実導入された。
搬送アシストロボットは、医療用のストレッチャーの下部に接続する
ことで、下からリフトする形で移動をアシストする。搬送アシストロ
ボットの操作は看護スタッフがBluetooth無線リモコンで行い、リモ
コン操作をしていない場合は手動でストレッチャーを動かすこともで
きるため、既存の搬送ワークフローを変更することなく導入が可能。
また、バッテリー交換式のため、充電の待ち時間を必要とせず、いつ
でも利用することができる。さらに、ストレッチャー自体は既存のス
トレッチャーを活用できるため、導入コストも抑えられている。令和
4年度の医療現場での検証には、実際にストレッチャーの移動を行う
看護スタッフが参加し、導入効果や操作性の確認を行った。

2024年3月からの実導入では、操作方法の教育を受けた看護師また
は看護助手が、病棟から放射線科や検査室へ患者を搬送する際に利
用している。現在は1日あたり数回程度の利用であるが、本格的な
運用を見据えて院内で検証を進めている。

電波環境上の対応
搬送アシストロボットの操作にはBluetoothの無線リモコンを採用
した。Bluetoothの無線リモコンの場合、特定の位置や向きで操作
する必要がないため、操作者の自由度が高くなる。また、搬送アシ
ストロボットと無線リモコンの単体セットで1台から導入可能であ
るため、医療機関側の導入のハードルを下げることができる。無線
リモコンを利用するにあたり、EMC（電磁両立性）の検証を行う
とともに、院内のCT室など、医療機器が設置された環境で動作確
認を行い、問題なく使用できることを確認している。

取組の効果
搬送アシストロボットの導入により、重量のあるストレッチャーの
移動時における看護スタッフの負担が大幅に軽減された。また、従
来は看護スタッフ2～3人で行っていたストレッチャーの移動が1人
で可能となり、その分の人員を他の患者のケアの向上に充てること
ができるようになった。

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/jisso.html
https://www.skgh.jp/wp/wp-content/uploads/2024/04/%E6%B9%98%E5%8D%97%E9%8E%8C%E5%80%89%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%97%85%E9%99%A2NSK%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9.pdf
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事例 搬送アシストロボットを用いた医療用ストレッチャー移動の省力化
医療物流・労務管理

年度 実証ロボット
令和3年度 フロア案内ロボット

入退院説明ロボット
院内誘導ロボット
搬送（重量物）ロボット
清掃ロボット

令和4年度 ストレッチャー搬送ロボット
令和5年度 自律移動ロボット

今後の展望
搬送アシストロボットについては、操作性などの観点でさらに機能
の改善を行った上で製品化を進める予定となっている。また、スト
レッチャー以外にも、搬送の負荷が大きい機器や薬剤カート、台車
等へも使用可能となるよう改良を検討している。

出所：神奈川県ロボット実装促進事業 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/jisso.html
日本精工株式会社 https://www.nsk.com/jp-ja/company/news/2024/moovo-20241212/

（参考）ロボット実証事業への参画

湘南鎌倉総合病院は、令和3年度以降、来院患者・家族への案内サービスを目的
としたロボットや医療スタッフの業務効率化を目的とした搬送ロボットなど、
幅広い目的のロボットを導入して、医療現場での実証を行っている。

搬送アシストロボットを用いた医療用ストレッチャーの移動

搬送アシストロボットはストレッチャーの下部に接続することで、高重量なス
トレッチャーの搬送をサポートする。操作はBluetooth無線リモコンにて行う。
令和4年度の医療現場での導入検証では、看護スタッフの搬送時の身体への負担
軽減や1名でストレッチャーを搬送できることによる業務効率化の効果が確認さ
れた。
2024年10月には、モノづくり日本会議と日刊工業新聞社が主催する2024年 “超”
モノづくり部品大賞 「日本力（にっぽんぶらんど）賞」を受賞した。

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/jisso.html
https://www.nsk.com/jp-ja/company/news/2024/moovo-20241212/
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事例 sXGPによる安定した院内音声ネットワークの整備
医療機関内無線環境管理

自営PHSとの並行稼働により初期費用を抑えたsXGPの導入を実現
社会福祉法人親善福祉協会国際親善総合病院（神奈川県横浜市）
病床数：287床 電波利用技術の活用：sXGP

導入医療機関

背景
以前は院内の音声通話用として自営PHSを導入していたが、PHS
端末の増加に伴いPHS基地局が不足し、通話のつながりにくさが
課題となっていた。また、2023年3月末に公衆PHSサービスが終了
したことを受け、自営PHSへの追加投資は望ましくないと判断し、
新たな院内音声ネットワークの導入を検討した。無線LANによるIP
電話やLTE回線によるFMC（Fixed Mobile Convergence）も選択
肢に挙がったが、コストおよび技術面での検討の結果、sXGPの採
用を決定した。sXGPは自営PHSと同じ1.9GHz帯を利用し、医療機
器へ与える影響や他の通信機器との干渉が少ない点に加え、VoIP
やFMCと比較してハンドオーバによる音声品質の安定性が高い点
や、災害時にも自営網として利用できる点が採用の決め手となった。

取組内容
sXGPアクセスポイント（AP）約80台、sXGP対応スマートフォン300
台、APコントローラ5台を導入し、オンプレミス環境の院内音声通話
ネットワークを構築した。初期費用を抑えるため、導入初期はsXGP
と既存の自営PHSを相互接続して並行稼働させ、sXGPネットワーク
の全館導入を優先した。スマートフォンは主に音声通話端末として運
用しており、セキュリティ面を考慮し、インターネットや医療情報シ
ステムへの接続を制限している。一方で、ショートメールやメモ機能、
カメラ機能、電話帳アプリなどの利用可能な機能は医療スタッフの利
便性向上に役立てている。医療スタッフは普段からスマートフォン操
作に慣れていることもあり、PHS端末からスマートフォンへの移行は
スムーズに進めることができた。

電波環境上の対応
sXGP導入にあたっては、病院と導入を担当したNECフィールディン
グ株式会社の間で、サービスエリアや想定される同時接続台数などに
ついて、詳細な意識合わせを行った。無線サーベイ調査と工事は診療
業務への影響を最小限に抑えるため、全て外来時間外に作業したが、
建物の構造やネットワークの配線状況等、院内全体のネットワークを
把握しておくことで、作業を迅速化した。無線サーベイ調査は、AP
設置工事の前後で計10日ほどかけてすべてのサービスエリアで実施
し、定点測定で通信品質を確認しながらcm単位でAPの位置を精査し
た。また、実運用を想定して、扉を開けた状態と閉じた状態の両方で
測定を行い、工事後にもAPの位置を再調整するなどの対応を行った。

取組の効果
PHSで課題となっていた通話の繋がりにくさが解消された。また、オン
プレミス環境のネットワークにより、災害時などの緊急事態においても
院内の通話環境を維持できるため、病院業務の継続が可能となった。

今後の展望
既存の自営PHSはナースコールと連携しているため、ナースコー
ルに対応する病棟スタッフはPHS端末を利用している。今後、ス
マートフォンとナースコールや生体モニタのアラームの連携を行い、
病棟スタッフのPHS端末に関しても、順次スマートフォンに切り
替えていく予定。また、スマートフォンから院内ポータル（マニュ
アル類を含む）にスマートフォンからアクセス可能とするため、シ
ステムの更新を検討している。
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事例 sXGPによる安定した院内音声ネットワークの整備
医療機関内無線環境管理

出所：NECフィールディング株式会社 https://www.fielding.co.jp/jirei/pdf/170.pdf

sXGPアクセスポイント sXGPシステム構成図（左）とsXGPサーバ（右）

スマートフォン端末

階段やエレベーターを除く屋内全域と、救急搬入口（屋外）をsXGPのサービス
エリアとしている。無線サーベイ調査により、アクセスポイントの位置をcm単
位で調整した。

sXGP対応のスマートフォンに、sXGP用SIMを挿入して利用している。主に院
内音声通話で利用しているため、携帯電話回線（LTE/5G）には接続できない。

sXGPコントローラを冗長構成とすることで障害発生時にも迅速な復旧が可能。
また、sXGPネットワークと電子カルテネットワークは物理的に分離されており、
音声通話用のスマートフォンと電子カルテ確認用の端末も別々に運用している。
sXGPサーバにはsXGPコントローラ等のネットワーク機器が収められている。
サーバを独自に設置するオンプレミスの環境を整備することで、災害時等で外
部の通信回線が途絶えた場合も音声通信を維持することができる。また、同一
機器を複数台設置する冗長構成により、障害発生時にも迅速な復旧が可能と
なっている。

※sXGPネットワークと電子カルテネットワークを連携させることも可能。

https://www.fielding.co.jp/jirei/pdf/170.pdf
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事例 医療サービスを支える無線LAN環境の強化と医療DXの進展
医療機関内無線環境管理

既設通信配線を活用した効率的な無線LAN環境整備とスマートフォンによる新しい医療DXの取組

社会医療法人母恋日鋼記念病院 （北海道室蘭市）
病床数：315床 医療機関指定：災害拠点病院 電波利用技術の活用：無線LAN

導入医療機関

背景
電子カルテ専用の無線LANアクセスポイントが老朽化したことでト
ラブルが多発し、ネットワークの刷新が必要となった。2020年か
らは新型コロナウイルス感染症対応のためにコロナ病棟に限りフ
リーWi-Fiとタブレット端末を導入していたが、コンシューマー向
け無線LANアクセスポイントではスペック不足で接続が不安定で
あった。加えて、他病棟の利用者からもリモート面会やフリーWi-
Fi導入の要望があったことを踏まえ、2021年に電子カルテ用無線
LANの全面刷新と病院利用者の利便性向上のためのフリーWi-Fiの
導入を進めた。

取組内容
複数事業者のネットワーク製品を比較検討し、運用ツールの使いやす
さや信頼性、コスト面で優位なシステムを採用した。ネットワーク導
入時には、既設の電子カルテ用無線LANの配線を活用することでコス
トを削減し、工期を短縮している。無線LANネットワークは、用途別
に①電子カルテ用、②フリーWi-Fi用、③その他業務用、④保守用*の
4種類にVLANで分離した。さらに、ルータの冗長化、障害発生時に
迅速にバックアップできる機能（VRRP機能）やUTM（統合脅威管
理）の導入により、ネットワークのセキュリティを強化している。
*無線LANを管理する業者が保守等に利用するネットワーク。病院業
務や患者向けには利用していない。

フリーWi-Fiは、外来患者用の待合エリア（外来待合、救急外来前、
受付・会計窓口前）、腎センター(透析室)、検査室前（x線検査、
生理検査）、入院病室・デイルームで提供されている。提供場所に
はSSID・パスワードと注意事項をポスター掲示しており、療養に
専念してもらう観点から利用時間は5:00～23:00に制限している。
2023年7月より病棟看護師用にスマートフォンを導入し、電子カル
テ用無線LANで、3点認証、データ入力等に利用している（音声通
話には自営PHSを利用）。また、記録業務の効率化のため音声入
力にも対応した。スマートフォンと既存の電子カルテ用ノートパソ
コンの併用については、看護師と意見交換しながら運用のルール整
備を進めている。さらに、電子カルテ用無線LANで、分娩監視シス
テムを運用するなど、活用の幅を広げている。

電波環境上の対応
新たに無線LANアクセスポイントを設置する場所（外来や受付窓口
など）や、既存の無線LANで通信の安定性に課題があった場所につ
いては、事前に電波状況を調査し、設置後も通信環境を評価した。
特に、受付エリアなどでは、患者のスマートフォンなどが同時に多
数接続されることを想定し、通信が途切れたり遅くなったりしない
よう、回線容量に余裕を持たせて設計している。
無線LANの状態や発生している問題を可視化する「無線LAN見える
化ツール」によって、病院内で検知された無線LANアクセスポイン
トの一覧表示や接続される無線端末、発生した問題のレポートを確
認できる。加えて、日々の運用管理として、Web管理機能「LAN
マップ」で、各病棟のスイッチおよび無線LANアクセスポイントの
死活を毎朝業務開始前にチェックしている。
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事例

ネットワーク 主な用途
電子カルテ用 電子カルテ用のノートパソコンや病棟看護師用の

スマートフォンで利用。
フリーWi-Fi用 外来患者、入院患者、透析患者向けのアメニティ

として提供。
その他業務用 院内のWeb会議・研修会（ハイブリッド開催）等

に、病院の各部署から参加する際などに利用。
保守用 無線LAN管理業者が保守のために利用。

仮想的に分離された4種類のネットワーク

取組の効果
特に腎センターでは、患者向けのアメニティ充実を向上するため、
センター全体でフリーWi-Fiを利用できる環境を整えた。これによ
り、患者が動画視聴などの大容量データを通信しても、通信が不安
定になることなく快適に利用できている。また、病棟看護師のス
マートフォンの活用が進んでいることから、2024年2月から一部の
病棟でセル看護提供方式®を導入し、2025年1月時点で全病棟に展
開している。

今後の展望
現在、スマートフォンは看護師のみが携帯し、主にデータ入力に利用
している。今後は看護師以外の多職種に端末を導入し、チャットツー
ルや音声通話にも活用できるよう、病院全体のコミュニケーションの
見直しを検討している。今後のスマートフォンの管理・運用において
は総務課とシステム管理部署が連携する体制の整備を進める予定。

医療サービスを支える無線LAN環境の強化と医療DXの進展
医療機関内無線環境管理

出所：社会医療法人母恋日鋼記念病院：https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202202/no419（2202）.pdf
社会医療法人母恋日鋼記念病院：https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202309/no435_web.pdf 社会医療法人母恋日鋼記念病院：https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202405/no439_web.pdf
ヤマハ株式会社：https://network.yamaha.com/case_study/nikko-kinen/nikko-kinen_202304.pdf ヤマハ株式会社：https://www.rtpro.yamaha.co.jp/AP/docs/wlx212/wvs.html
ヤマハ株式会社：https://network.yamaha.com/setting/router_firewall/monitor/dashboard/lan_map_rt

VLAN機能を用いて、用途別のネットワークを構築している。

無線LAN見える化ツール・LANマップ

病棟看護師用のスマートフォンを導入し、電子カルテシステムと連携したベッ
ドサイドの看護業務サポートツールを活用。
SIMカードは導入せず（携帯電話回線は契約せず）、無線LANでネットワークに
接続する。音声通話には自営PHSを用いている。自営PHSは総務課が管理して
いるが、今後スマートフォンで音声通話を利用する場合は、総務課とシステム
管理部署が連携する体制を検討している。

無線LAN見える化ツールによって、無線
LANに関する収集情報と収集した情報か
ら「何が起きているか」「何が問題か」
を一元的に確認することができる。

スマートフォン端末の導入

スマートフォンの機能（代表的なもの）
• リストバンドのバーコード読み取りに
よる患者取り違え、誤投薬等の防止。

• 看護記録入力（音声入力含む）。
• 各種実施情報の発生源入力。
• カメラで撮影した写真の電子カルテへ
の反映 等

LANマップは、無線LANアクセスポイン
トを含むLAN全体の状態を可視化する。
制御用のGUI機能により、ネットワーク
の接続状態などを一目で把握でき、数十
台のネットワーク機器や100台以上の無
線アクセスポイントの管理を容易にする。

https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202202/no419%EF%BC%882202%EF%BC%89.pdf
https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202309/no435_web.pdf
https://www.nikko-kinen.or.jp/archives/007/202405/no439_web.pdf
https://network.yamaha.com/case_study/nikko-kinen/nikko-kinen_202304.pdf
https://www.rtpro.yamaha.co.jp/AP/docs/wlx212/wvs.html
https://network.yamaha.com/setting/router_firewall/monitor/dashboard/lan_map_rt
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おわりに
電波環境協議会では、医療機関における電波環境の適正化に向けた各種資料を公開しています。
電波環境協議会ホームページからダウンロードできます。

「医療機関における携帯電話等の使用に関する指針」（2014年8月）

「医療機関における「電波の安全利用規程（例）」」（2017年6月）

「医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引き（改定版）」（2021年7月）

電波環境協議会 医療関係公表資料

https://www.emcc-info.net/medical_emc/document.html

https://www.emcc-info.net/medical_emc/document.html


本資料に関するお問い合わせ

電波利用技術を活用した医療DX事例集
Ver.2.0

2025年6月
電波環境協議会

電波環境協議会事務局
〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-4-1 日土地ビル 11階
一般社団法人電波産業会内

お問い合わせフォーム
https://www.emcc-info.net/cp-bin/medicalmail/captmail.cgi

https://www.emcc-info.net/cp-bin/medicalmail/captmail.cgi
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